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三芳町自動販売機の設置に係る行政財産の貸付けに関する要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３８条の４第２項第４

号の規定に基づき、公有財産のうち庁舎その他の施設及びその敷地（以下「庁舎等」と

いう。）の余裕部分（以下「貸付物件」という。）を貸し付ける方法により飲料水等の

自動販売機を設置させる場合の取扱いについて、三芳町財産規則（平成２０年三芳町規

則第３０号）その他別に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（貸付物件の決定等） 

第２条 貸付物件の貸付けに当たり、庁舎等における設置場所、貸付面積並びに自動販売

機等の種類及び台数については、町長が別に定める。 

（最低貸付料） 

第３条 貸付けに係る最低貸付料は、三芳町行政財産の使用料に関する条例（平成６年三

芳町条例第１６号）第３条の規定により算出して得た額とする。 

（貸付けの相手方の選定等） 

第４条 貸付けの相手方の選定は、公募による総合評価方式（以下「公募貸付方式」とい

う。）によるものとする。 

２ 公募貸付方式の実施に関し必要な事項は、別に定める。 

３ 応募者が１者であっても選定することができる。 

（貸付料の算定及び改定） 

第５条 貸付料は、落札金額（建物の場合並びに土地で消費税及び地方消費税の対象とな

る場合には、貸付料提案書に記載された金額に当該消費税及び地方消費税の税率を乗じ

て得た額を加算した金額）とする。 

２ 貸付料は、契約期間中は改定しないものとする。 

（貸付契約） 

第６条 貸付けの相手方となる自動販売機の設置事業者（以下「設置事業者」という。）

を決定したときは、設置事業者との間で貸付契約を締結するものとする。 

２ 貸付契約を締結するときは、設置事業者に対し、貸付期間中における貸付物件の用途
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（以下「指定用途」という。）を「自動販売機の設置場所」に指定するものとする。 

３ 前項の規定により指定した用途の変更は、行わないものとする。 

（貸付期間） 

第７条 貸付期間は、３年以内とし、貸付期間の更新は行わないものとする。 

（管理費） 

第８条 貸付契約に基づき設置した自動販売機の種類に応じ、次の各号に定める額を当該

自動販売機の管理費とする。 

(1) 缶飲料及びパック飲料自動販売機 一台につき年額３０，０００円 

(2) カップ式飲料自動販売機 一台につき年額５０，０００円 

(3) その他自動販売機 町長が別に定める額 

（貸付料及び管理費の納付） 

第９条 貸付料及び管理費（以下「貸付料等」という。）は、貸付期間中の年度ごとに町

長が定める額を、町長が指定する期日までに一括して納付しなければならない。ただ

し、町長が必要と認めるときは、この限りでない。 

２ 設置事業者が、納付期限までに貸付料等を納付しない場合は、納付期限の翌日から納

付した日までの期間に応じ、当該未納金額に政府契約の支払延滞防止等に関する法律

（昭和２４年法律第２５６号）第８条第１項の規定に基づき、財務大臣が銀行の一般貸

付利率を勘案して決定する率の割合で計算した額（１円未満の端数があるときは、その

端数金額を切り捨てた額）を延滞金として徴収するものとする。 

（施設の整備等） 

第１０条 自動販売機の使用に要する設備の整備及び使用に際して庁舎等の設備の改修が

必要となる場合の当該改修工事は、設置事業者が自己の負担をもって行うものとする。 

（原状変更及び権利の転貸等の禁止） 

第１１条 設置事業者は、貸付物件の原状を変更してはならない。 

２ 設置事業者は、貸付物件の賃借権を譲渡し、又は貸付物件を転貸してはならない。 

（調査及び報告） 

第１２条 町長は、設置事業者又は貸付物件について、指定用途に供する義務その他の契
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約に基づく義務の履行状況を確認するため、定期又は随時に実地調査を実施することが

できる。 

２ 町長は、設置事業者から貸付けに係る自動販売機の売上状況について報告を求めるこ

とができる。 

（契約の解除） 

第１３条 町長は、貸付物件が指定用途に供されていないこと又はその他契約に基づく義

務が履行されていないことを確認した場合、直ちに設置事業者に対し、期間を定めてそ

の是正又は履行を催告し、なおその期間内に是正又は履行しないときは、貸付契約を解

除するものとする。 

（適用除外） 

第１４条 自動販売機の設置については、公募貸付方式による行政財産の貸付けを原則と

するが、次の各号のいずれかに該当するものは、行政財産の使用の許可により対応する

ことができるものとする。 

(1) 施設内の食堂、売店等を貸し出す場合で、自動販売機と一体的な管理及び運営を

すべきものと判断されるもの 

(2) 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）、母子及び父子並びに寡婦福祉

法（昭和３９年法律第１２９号）等の規定により福祉関係団体が設置に努めるよう位

置付けられているもの 

(3) 施設の管理を指定管理者その他外郭団体に行わせる場合で、その得られる収入

が、管理業務又は自主事業の財源の一部に充当されるもの 

(4) 施設の用途廃止を３年以内に予定しているもの 

(5) その他極めて短期的な設置である等公募貸付方式に付することが困難と判断され

るもの 

（委任） 

第１５条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が定める。 

附 則 

この告示は、公布の日から施行する。 


